















The paper deals with a tentative exploration of Japanese Citizen’s Voluntary Association’s Origin, based
on the comparative institutional analysis. It has been frequently stated in the existing researches that private-
based social works, co-operative movements, and philanthropy were developed as a consequence of Taisho
Democracy whereas the state bureaucracy under the late coming capitalism which was seemingly inherent
in Japan successfully capitalized on the voluntarism of these social organizations. However, they were
politically embedded in the imperial regime as the total war systems were organized. The tradition of
voluntary associations reemerged in the occupation period of allied nations, being modified by the New
Dealers of GHQ. It may be concluded that there is a clear discontinuity between the prewar and postwar
systems of voluntary associations in terms of the comparative institutional analysis.
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は 1940（昭和 15）年の組合員 40万 3000人、供
給高 7451.5万円をピークに、以後配給・流通統
制の影響を受け、1942（昭和 17）年に米穀配給
統制が食糧営団によって行われるに至って戦時
統制から排除され、戦災による資産の焼失も
あってほとんど事業活動の停止に追い込まれた。
　このように、戦前期の生協運動は当局の弾圧
と配給統制によって壊滅した訳であるが、それ
以前に工場労働者層に対して、経営者側が福利
厚生の向上を図り、共済事業を拡大して消費組
合と競合関係にあったことも見逃せない。（19）
Ⅶ　占領改革と公私分離の原則
　社会事業から名を変えた戦後の社会福祉事業
の基本方針は、ＧＨＱによる1946年２月27日付
ＳＣＡＰＩＮ775（社会救済）において確立した。
　即ち政府は第１に、「差別又ハ優先的ニ取扱ヲ
スルコトナク平等ニ困窮者ニ対シテ」衣食住、医
療措置を与えるべき「単一ノ全国的政府機関」を
設立しなければならない。第２に、「財政的援助
並ニ実施ノ責任態勢」を確立し、その責任態勢
を「私的又ハ準政府機関ニ対シ委譲」または委
任してはならない。第３に、「困窮ヲ防止スルニ
必要ナル総額ノ範囲内ニオイテ与エラレル救済
ノ総額ニ何等ノ制限ヲ設ケザルコト」がその内
容である。
　即ち①無差別平等の原則、②国家責任の原則、
③必要充足の原則、であり、その後の社会福祉
政策はその制約を強く受けることとなった。①
には元軍人の優遇的な取り扱いを防ぐ意味合い
も込められていた。②によって社会福祉におけ
る国家責任が明確化された。②はさらに「公私
分離の原則」という形で、「公金その他の公の財
産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益
若しくは維持のため、又は公の支配に属しない
慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを
支出し、又はその利用に供してはならない」と
する憲法 89条へとつながった。その背景には、
戦前の国家総動員体制の一翼を担う健康な兵士
養成や天皇制の下での平等化とは異なる民主的
な社会福祉のあり方がＧＨＱによって強く要請
されていたのである。
　しかし、これは必ずしもアメリカの社会保障
制度の直輸入ではなかった。占領期の福祉政策
の形成過程を丹念に跡づけた村上貴美子氏によ
れば、ＧＨＱが日本に実現しようとした社会保
障制度は、「社会保障が医療と福祉を支配する」、
あるいは公的扶助を中核とするアメリカのそれ
とは異なっていた。即ち、日本の社会保障制度
は、公衆衛生、社会保険、公的扶助、社会福祉
の４本柱を持つ制度として体系づけられたので
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ある。（20）
　占領当時のアメリカの社会保障制度は、
ニューディール政策の下で1935年に制定された
社会保障法に依拠していたが、特別扶助制度の
対象は決して無差別平等ではなく、老人、要扶
養児童、盲人に限定され、公的責任は雇用不能
者としての老人、児童、盲人に対してのみ存在
した。ＧＨＱ三原則は、1933年連邦緊急救済法
施行規則に明記されていたものの、既に1935年
には廃止されていたものに他ならなかった。こ
こにおいても、経済政策の場合と同様、本国で
思うに任せなかった政策の占領地における実現
を図ったニューディーラーの理想主義の一端を
伺うことができる。
　公費援助を禁止された民間社会事業の救済を
意図し、ユナイテッド・ウエイに倣って共同募
金が1947年に開始される。共同募金は戦前にお
いて長崎市で実験的に行われ、本格導入に向け
た検討もなされており、アメリカの押し付けに
よるものではなかった。ただ、共同募金にはさ
まざまな制約が伴った。社会福祉事業の経営者
が共同募金とは別個の寄付金募集を行う場合に
は、社会福祉事業法第69条による知事または厚
生大臣の許可が必要とされた。また、社会福祉
事業法81条では共同募金受配者の寄付金募集の
禁止が規定された。社会福祉事業の寄付金募集
を統制一元化する考え方は、インフレによる民
間福祉事業の圧倒的な資金不足というやむをえ
ざる事情もあったが、戦時体制から日も浅かっ
た初期の共同募金における官僚的発想に他なら
なかったのであって、むしろ多くの募金・基金
活動が自由に展開されるボランタリズムを否定
したところには共同募金も育たないという認識
が必要であった。（21）
　そして、共同募金に関して何よりも問題で
あったのは、厚生官僚黒木利克がいみじくも指
摘したように、「ボランティア活動を通して、市
民と社会事業とが手を結び合い、一緒になって
社会福祉の計画をたて、これを実施していくと
ころに共同募金の意義がある。ただ役場と町内
会が、税金まがいに金を集めて、それで目標額
を達成したからといって、それは集め運動を
やったに過ぎない。それを、共同募金と称する
のは、実は言うも恥しいことであるのに、この
十年間、そういう過ちを犯してきた」というこ
とであった。（22）
　1951年に制定された社会福祉事業法第５条第
１項は以下の３つの規定を伴っていた。即ち「国
及び地方公共団体は、法律により帰せられたそ
の責任を他の社会福祉事業を経営する者に転嫁
し、又はこれらの者の財政的援助を求めないこ
と」「国及び地方公共団体は、他の社会福祉事業
を経営する者に対し、その自主性を重んじ、不
当な関与を行なわないこと」「社会福祉事業を経
営する者は、不当に国及び地方公共団体の財政
的、管理的援助を仰がないこと」の３点である。
しかし、その第２項には「前項第一号の規定は、
国又は地方公共団体が、その経営する社会福祉
事業について、要援護者等に関する収容その他
の措置を他の社会福祉事業を経営する者に委託
することを妨げるものではない」とする文言を
入れて、本来公的に行われるべき事業の実施を
民間に委託するという形で、公的助成への道を
開いたのであった。措置費制度の導入である。
　戦後直後の身寄りのない低所得者層の保護・
救済という役割が失われて後、措置費制度は民
間社会福祉施設（社会福祉法人）の経営条件の
統制という問題を顕在化させた。公立の社会福
祉施設では、国からの措置費は自治体の一般財
政の中に紛れ込み、施設の財政基盤は措置費だ
けでなく、その自治体の財政能力によっても支
えられる。ところが、民間施設は、施設の運転
資金としてわずかの剰余金以外に自主財源を持
つことが認められず、措置費がほぼ唯一の財政
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基盤として、その単価の内容と金額的水準がそ
のまま職員の賃金水準や施設の入所者に対する
処遇内容に結びついてきた。（23）
　さらに、社会福祉法人との間に委託契約関係
が生じるのは、政府であって施設入所者ではな
かった。一律的なサービスは利用者の多様な
ニーズに応え、サービスの質向上やコスト削減
など、効率性を高めるための努力を促すことを
阻害した。社会福祉法人の施設運営費が高額化
する中で、設備費用の一部を寄付等で賄わなけ
ればならないという規定も足かせとなった。こ
うして、社会福祉法人の自律的経営の余地は極
めて狭いものとなったのである。社会福祉法人
は「民間法人であるが、実質的に地方公共団体
の委託を受け、措置委託費に基づき福祉サービ
スの供給を行う準政府機関」と見なされ、政府
の一部門に準じた規制に縛られるという立場に
置かれた。（24）そして、ボランタリズムと寄付と
いう市民参加を欠いた福祉活動が、そうした認
識を補強してしまったのであった。
Ⅷ　社会福祉協議会の設立
　次に戦後の社会福祉、社会参加活動を推進し
た民間組織、人的資源の側面を見ておこう。
　まず、戦前の組織の一つであった方面委員制
度は大政翼賛会との関係でＧＨＱに忌避され、
1946年、方面委員令は廃止されて勅令の民生委
員令が制定された。1948年には民生委員法が制
定され、第１条で「社会奉仕の精神」が謳われた。
　ＧＨＱが問題視した点は、民生委員が戦時中
の隣組の衣替えであり、軍国主義復活の恐れが
あるのではないかという危惧、さらに一部の民
生委員の生活保護者に対する高圧的な態度や寄
付金の強要といった「お上の代理人」的な振る舞
いなどであった。（25）
　1949年、ＧＨＱが翌50年度に厚生省が達成す
べき目標として提示した「厚生行政６原則」の
一つに挙げられたのが、戦後の福祉にかかわる
民間活動のあり方を規定した社会福祉協議会の
設置であった。1949年の参議院厚生委員会にお
いて示された「社会事業の振興に関する方策」で
は、既存の社会事業団体に依拠するのではなく、
新組織を創設することとされ、1950年には社会
福祉協議会準備中央会議が発足し、社会福祉協
議会基本要綱が作成された。
　1951年１月、日本社会事業協会、全国民生委
員連盟、恩賜財団同胞援護会が統合する形で中
央社会福祉協議会が設立された。会長には戦前
の内務官僚田子一民が就任した。活動理念は
1940年代アメリカ社会福祉論の直輸入とも言う
べき「コミュニティ・オーガニゼーション」で
あった。即ち、地域社会を単位として地域で発
生する社会的諸問題を地域社会自らが民主的な
手続きによって組織的に解決するように、コ
ミュニティワーカーが側面的に援助する技術過
程、地域住民の参加による社会福祉事業の推進
に他ならない。都道府県社会福祉協議会もこれ
と並行する形で結成され、同年の社会福祉事業
法で法定団体として位置づけられた。実際の活
動としては、福祉施設、民生委員、行政間の連
絡調整が主となった。
　「半官半民」という日本の社会事業・自発的社
会参加活動の戦前からの基本的性格は、社会福
祉協議会と民生委員を通じて戦後も継続された。
発足直後の都道府県社会福祉協議会の会員構成
は民生委員代表が約70％、次いで社会福祉事業
施設関係者が 16.5％となっており、民生委員組
織に大きく依存したものであった。（26）財政的に
は共同募金配当金と地方交付金に支えられた。
　先の黒木利克は、社協の結成が戦前からの官
公庁の外郭団体的性格、上意下達・独善的・保
守的な組織体質、同業組合的な性格から団体間
の対立が繰り返されて社会的信頼を失ったこと
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などの反省に立って進められ、「昭和 24、5、6
［1949～ 51］年頃の社会事業組織問題をめぐる
全国官民関係者たちのあの純粋な情熱と真剣な
努力、そして無私の協同、それはまさにわが国
社会事業史、特にその現代化論史においては特
筆されるべき感激の一時期であった」にもかかわ
らず、1958年という時点において、それらの課題
が十分に克服されず、民主主義の未成熟に社協の
将来への一抹の不安を表明している。（27）
　このように、戦後の福祉活動さらにはボラン
ティア活動は、戦前における救護法に集約され
た政府の社会事業、さらには民間の社会事業の
延長線上に、貧困の解消を図るものとしてス
タートを切ったのであった。しかし、それは黒
木が懸念したように、十分な市民参加を欠いた
ものにとどまった。
　そして、消費生活協同組合も戦後すぐに復活
を見せるが、食料難が去ると組織拡大の勢いは
止まった。その後の協同組合運動に関しては紙
幅の関係上割愛するが、生協を中心に事業活動
は伸長したものの、マルクス主義イデオロギー
の影響を強く受け、広範な市民活動としての転
換、認知が遅れたことは銘記されるべきであろ
う。公益法人に関しても、増加が著しかった。先
の林寿二氏の東京都主管公益法人数に関する研
究によれば、1945年から50年代初めにかけての
設立数の増加は、戦前期を大きく上回っていた。（28）
Ⅸ　終わりに
　戦後のインフレーションと財閥解体、持株会
社の禁止は、社会福祉さらに言えばその後の市
民の自発的社会参加活動、フィランソロピー活
動に大きな環境変化をもたらした。正確に言え
ば、戦時総力戦体制への移行過程が既にそれを
推し進めていた。遡れば1905（明治38）年の相
続税の導入、1913（大正２）年の所得税への超
過累進税率の導入、1920（大正９）年の銀行定
期預金利子、配当、賞与への課税開始等はオー
ナー資産家の所得・資産管理に影響を及ぼし、さ
らに所得税の最高税率は 1920（大正９）年の36
％から順次上昇して、戦時中の 1944（昭和 19）
年には 74％にまで引き上げられていた。
　しかし、それにしても戦後直後の最高税率90
％という財産税や戦時補償特別税とインフレの
追い討ちの影響は甚大で、戦前の民間社会事業
を支えた民間財団や恩賜財団、篤志家としての
大資本家（オーナー経営者）、財閥という資金提
供者の蓄積を一気に消滅させてしまったのであ
る。皇室下賜金の存在もなくなった。また、そ
の後の個人所得税の急な累進構造や寄付税制の
不備も、個人の寄付を減少させた。相続税の最
高税率も、戦前に比べて大きく上昇した。資産
と所得をめぐる大きな貧富の格差の解消ととも
に「支援・助成する側」の事情が一変し、戦前
の状態へ回帰するための制度的条件（制度補完
性）が失われたのである。
　さらに、戦後今日に至る措置費制度の継続に
よって、少ない資金の中で、創意工夫を凝らし
ながら献身的な活動で後世に名を残したような
戦前期の「社会事業家」の自由な活動を十分に
復活させることができなかった。既に見たよう
に、石井十次、石井亮一、留岡幸助、賀川豊彦、
さらには救世軍の山室軍平といった先駆者たち
の存在である。勿論近江学園園長糸賀一雄のよ
うな理念的にも優れた実践者を世に送ることは
あったが、戦前に比べると自己犠牲によって多
くの人々に感銘を与えた「社会事業家群像」は
限られており、措置費に依存し、社会事業家と
いうよりは単なるビジネスの一つとしての施設
経営者にとどまり、高い志や使命感を放棄して
しまった人々を少なからず生み出してしまった。
　プログラム規定とはいえ憲法25条で国家責任
が認められたということは、以後、それ以前の
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民間社会事業関係者の間に存在したボランタリ
ズムが戦時体制以前のような形で復活すること
を阻害したとも見なせよう。セツルメント活動
も停滞ないしは衰退した。確かに思想・結社の
自由が認められ、インテリ層のマルクス主義へ
の横すべりが起きたことも大きい。さらに、学
制変更によって良い意味でのエリート意識を育
んだ旧制高校や帝国大学が消滅したことも無視
できないが、福祉の基幹的部分が国家責任とな
れば、ボランティアの存在意義は減少せざるを
得なかったのである。資金不足の社会福祉法人
や社会福祉協議会の人手不足の穴埋め程度の位
置づけしか得ることができなかったというのは
言い過ぎであろうか。勿論、第一線の現場で働
く職員や民生委員の間には「奉仕の精神」が受
け継がれたが、戦前からの過剰気味な精神主義
もまた継承されたと言わざるを得ない。
　戦後の「社会事業改革」は、農地改革と類似
している。即ち、戦前期の小作・農民運動は、資
本主義体制の打倒にもつながりかねない強力な
反資本主義的要素を内包していた。そして、昭
和戦前期の社会事業関係者の一部にも、マルク
ス主義への強い傾倒を見せる勢力が存在した。
加えて戦後復帰した社会政策研究者の圧倒的多
数は、マルクス主義の立場に依拠していた。し
かし、農地改革によって小所有者となったかつ
ての小作農民たちが、保守勢力の側の強力な支
持者となって、強い規制の受け入れと引き換え
に、専ら米価水準の引き上げや農業補助金の獲
得をめざす圧力集団と化したのと同様に、社会
福祉の現場で具体的活動に従事した関係者の多
くも、思想的にはともかく、措置費制度の存続
を支持して社会保障費の水準の引き上げや施
設・労働条件の改善を要請するにとどまり、大
きな反体制勢力と化すことはなかったのである。
　さらに付け加えると、農政における「石黒農
政」と社会事業行政における「田子社会事業行
政」も相似的である。それぞれＧＨＱに対して
一定のイニシアティブを発揮することができた
のは、「1940年体制」によって圧殺された戦前の
進歩的行政の蓄積が存在したからであった。
　以上を要約すると、市民活動の前史としての
戦前期日本の民間社会事業、協同組合運動、企
業フィランソロピー活動は、後発資本主義体制
下での官僚機構による利用という側面を有しな
がらも、「大正デモクラシー」を契機に一定の内
発的発展を遂げてきた。しかし、戦時体制下の
統制（「1940年体制」）によって、ほぼ完全に国
家機構の末端に組み込まれて窒息した。そして、
戦後占領体制（「1945年体制」）とともに復活を
見た訳であるが、ニューディーラーの理想主義
が日本的事情に合わせて若干の修正を加えられ、
占領終了後、官僚統制とイデオロギー対立とい
う要素を残し、戦前・戦中的側面を継承して定
着した体制が、戦後一貫して継続してきたと見
ることができよう。基本的には戦後改革、デモ
クラシーの復活が最大の画期、即ち1945年体制
ないしは1951年体制であるが、民間社会事業中
心の 1920年代以前の日本へ立ち返るのではな
く、経済の不安定化と戦時総力戦体制への移行
に伴い、困窮した民間社会事業の側の利害と一
致する形で構築された1940年体制（厳密に言え
ば1932年体制）からの継続性を残したシステム
であったと見なすことができよう。戦後直後の
財産税や財閥解体、インフレーションがそれに
追い討ちをかけ、戦前回帰の不可能性を決定づ
けた。そして、官民協調を背景に措置費制度と
社会福祉協議会によって特徴づけられ、民間社
会福祉事業の経営にとって安定性を保証するシ
ステムが「慣性」を持ち、戦後長きにわたって
安定的継続性を保持し得たことはうなずけよう。
　しかし、1960年代の社会福祉協議会は、高度
経済成長が進展する一方で「成長の歪み」が顕
在化し、福祉・環境問題を初めとして新たな政
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策課題が明確になっていったにもかかわらず、
それらを自らの組織的発展に結びつけることが
できなかった。安定的社会福祉システムの地盤
沈下である。厳しい見方をすれば、「半官半民」、
行政の下請け的存在という限界が自主的な問題
提起を阻害し、共同募金を財源とすることがで
きなくなったこともあって、社会福祉をめぐる
新たな地域や階層によって異なる多様な要求に
十分対応できず、地域福祉の存在感、信頼感を
獲得することができなかったと言えよう。ボラ
ンティア活動は福祉政策の立ち遅れの中、社会
福祉協議会の下で、精神面重視の「奉仕」とし
て、施設中心、あくまでも老人福祉を補完する
人的資源としての位置づけにとどまらざるを得
なかったのである。
　認識論・運動論としてのマルクス主義の桎梏
と市民参加を伴わない社会福祉行政（福祉国家）
の限界、さらに言えば産業主義の行き詰まりは
世界的な脱産業主義・反権威（官僚）主義の潮
流と相俟って、新しい社会的活動のうねりを呼
び起こす。高度経済成長期以降の本格的な「市
民活動」の展開とその背景については、稿を改
めることとしたい。
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